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事業場における労働者の健康情報等の取扱いについて 
 

 

 時下ますますご清栄のこととお慶び申し上げます。  

 先般、厚生労働省より働き方改革を推進するための関連法律の整備に関する法律によ

る改正後のじん肺法及び労働安全衛生法の施行等について、平成30年10月17日付け日医

発第802号（健Ⅰ120）で通知をさせて頂いたとおりであります。これにより、事業場に

おける労働者の健康情報等の取扱いについて、厚生労働省は平成31年3月に「事業場に

おける労働者の健康情報等の取扱い規程を策定するための手引き」を作成されました。 

※厚生労働省ホームページ：https://www.mhlw.go.jp/content/000497966.pdf 

  

本手引きは、平成31年4月4日に開催した都道府県医師会産業保健担当理事連絡協議会

でご案内させて頂きましたが、今般、本手引きの内容を更に分かり易くご説明するため

に、厚生労働省労働衛生課に研修資料を作成頂きました。本研修資料は、日本経済団体

連合会はじめ、労働者健康安全機構ならびに産業保健総合支援センター等に周知してお

ります。 

 

なお、規程作成の目的は、労働者の健康情報が事業者に不利益な取り扱いを受けると

いう不安を抱くことがないよう事業規模に関わらず、その取扱いについて労使の協議に

より策定します。また、規程の作成は、労働安全衛生法104条において義務になってお

りますが罰則等はありません。規程作成の際、手引きや本研修資料、取扱規程のひな形

をご参照願います。 

 

貴職におかれましては、内容についてご理解の上、貴会会員ならびに貴会関係郡市区

医師会等への周知方につきまして、特段のご高配を賜わりますようお願い申し上げます。 

https://www.mhlw.go.jp/content/000497966.pdf


事業場における健康情報等の
取扱いについて

厚生労働省労働基準局安全衛生部
労働衛生課産業保健支援室



○ 「個人情報の保護に関する法律」の成立（平成13（2001）年5月）

○ 「個人情報の保護に関する法律についてのガイドライン」
の策定（平成28（2016）年11月）

○ 「雇用管理分野における個人情報のうち健康情報を取り
扱うに当たっての留意事項について」（個情委事務局長・厚
労省労働基準局長通知）の発出（平成29（2017）年5月）

○ 働き方改革関連法の成立（平成30（2018）年6月）

○ 「労働者の心身の状態に関する情報の適正な取扱いの
ために事業者が講ずべき措置に関する指針」の策定（平成30

（2018）年9月）

○ 「事業場における労働者の健康情報等の取扱規程を策
定するための手引き」の策定（平成31（2019）年3月）
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経 緯

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（１番目及び２番目の○）
個人情報保護法は相当前に成立しているが、その後、平成28年にガイドラインが策定された。
（４番目の○）
働き方改革関連法については８本の法律を一括改正するものだが、その中に労働安全衛生法も含まれている。
（３番目及び５番目の○）
平成30年９月に策定した指針は、平成29年５月に発出した通知を包含する内容となっており（指針の中に、通知の内容が含まれているイメージ）、基本的な考え方は変わらない。
（６番目の○）
指針においては、事業者が取扱規程を策定することとなっているが、これを具体的にするため、手引きを策定



①事業場における産業医の独立性・中立性が確保されていないので
はないか。

②事業者から産業医に対し、産業保健活動に必要となる情報が提供
されていないのではないか。

③事業場における産業医の権限が明確になっていないのではないか。

④衛生委員会において、産業保健活動に係る議論が十分に行われて
いないのではないか。

⑤労働者が産業医等に相談した際に、相談内容に関する秘密が守ら
れるか否かが、明確になっていないため、安心して産業医等に相
談することができないのではないか。

⑥労働者に対して、産業保健活動に関する周知が十分になされてい
ないため、健康相談等の産業保健サービスが利用されていないの
ではないか。
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産業医・産業保健の主な問題点

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
働き方改革関連法のうち、労働安全衛生法改正に当たって洗い出された問題点



（安衛法 第104条第1項・じん肺法 第35条の3第1項）事業者は、労働者の健康
情報を取り扱うに当たっては、労働者の健康の確保に必要な範囲
内で取り扱う（本人の同意がある場合等を除く。）。

（安衛法 第104条第2項・じん肺法 第35条の3第2項）労働者の健康情報を適正
に管理するために必要な措置を事業者に義務付け。

（安衛法 第104条第3項・じん肺法 第35条の3第3項）厚生労働大臣は、事業者
による健康情報の取扱いの適切かつ有効な実施を図るため必要な
指針を公表する。

（安衛法 第104条第4項・じん肺法 第35条の3第4項）厚生労働大臣は、指針に
関し必要な指導等を行うことができる。

健康情報の取扱ルールの明確化・適正化
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労働安全衛生法改正の概要

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
“労働者の健康の確保に必要な範囲内で取り扱う”　→　人事上の不利益な取扱いはしない

（参考条文）
安衛法
（心身の状態に関する情報の取扱い）
第104条　事業者は、この法律又はこれに基づく命令の規定による措置の実施に関し、労働者の心身の状態に関する情報を収集し、保管し、又は使用するに当たっては、労働者の健康の確保に必要な範囲内で労働者の心身の状態に関する情報を収集し、並びに当該収集の目的の範囲内でこれを保管し、及び使用しなければならない。ただし、本人の同意がある場合その他正当な事由がある場合は、この限りではない。
２　事業者は、労働者の心身の状態に関する情報を適正に管理するために必要な措置を講じなければならない。
３　厚生労働大臣は、前二項の規定により事業者が講ずべき措置の適切かつ有効な実施を図るため必要な指針を公表するものとする。
４　厚生労働大臣は、前項の指針を公表した場合において必要があると認めるときは、事業者又はその団体に対し、当該指針に関し必要な指導等を行うことができる。



①労働安全衛生法令に基づき事業者が直接取り扱うこと
ができる健康情報は労働者に周知した上で取得

②労働安全衛生法令に基づき事業者が直接取り扱うこと
ができない健康情報は、本人同意を得た上で取得 人事労務管理者

労
働
者
の
健
康
情
報

産業医

労働者の上司

健康管理担当者

労働者等の安全・健
康確保の範囲内で健
康情報を使用

事業場ごとの取扱規程の策定・周知・運用により、以上のスキームを実現

必要に応じて健康情報を加工

産業保健部門

人事労務管理部門等
＜指針のポイント＞

＜指針の目的＞
○労働者が、不利益な取扱いを受けるという不安を抱くことなく、安心して産業医等による
健康相談等を受けられるようにする。

○事業者が、必要な情報を取得して、労働者の健康確保措置を十全に行えるようにする。

（労働者の健康情報を取得）
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労働者の心身の状態に関する情報の適正な
取扱いのために事業者が講ずべき措置に関する指針

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
指針の目的は記載のとおりだが、健康情報を厳格に管理してほしいということではなく、しっかり活用してほしいとの意識。

ポイント：
・事業者が直接取り扱うことができる健康情報を「労働者に周知」することが重要。安心して労働者が相談することができるようにすること。どの情報が事業者にわたるのか整理する必要がある。
・多数の情報を整理し、安心して相談できる環境を整えるよう、事業場ごとに判断していただきたい。

http://www.google.co.jp/url?sa=i&rct=j&q=&esrc=s&source=images&cd=&cad=rja&uact=8&ved=0ahUKEwikoqn-rOrUAhUKO7wKHd6MDpwQjRwIBw&url=http://free-illustrations.gatag.net/tag/%E5%8C%BB%E8%80%85-%E5%8C%BB%E5%B8%AB-%E3%83%89%E3%82%AF%E3%82%BF%E3%83%BC&psig=AFQjCNHIVfaJSw7iij2Jyn7yoDOKJMfX5A&ust=1499076419085167


平成30年度 労働者の健康情報の適切な取扱い等に関する調査及び検討事業

「労働者の健康情報の取扱いに関する検討会」

検討会委員（敬称略、○：座長）
石塚 弘子 電力総連 総務・財政局長
岡村 久道 弁護士法人英和法律事務所 弁護士・京都大学大学院医学研究科講師
鎌田 久美子 日本看護協会常任理事
栗原 博 全国労働衛生団体連合会 理事
椎葉 倫代 日本産業保健師会 副会長
高野 晶子 日本商工会議所 産業政策第二部 課長
土肥 誠太郎 三井化学株式会社 本社健康管理室長・統括産業医
西野 方庸 連合大阪労働安全衛生センター 参与
菱沼 貴裕 全国中小企業団体中央会 労働政策部副部長
増田 将史 イオン株式会社人事企画部 イオングループ総括産業医
松本 吉郎 公益社団法人日本医師会 常任理事
三柴 丈典 近畿大学法学部法律学科 教授
森 晃爾 産業医科大学産業生態科学研究所 教授
山口 直人○ 公益財団法人労災保険情報センター 理事長
若月 利之 日本労働組合総連合会 雇用対策局次長

平成30年11月から平成31年2月にかけて合計6回の検討会を開催 6

手引きの策定

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
平成30年度厚生労働省委託事業（受託者：みずほ情報総研株式会社）で実施



労働安全衛生法第104条第３項等に基づき公表した「労働
者の心身の状態に関する情報の適正な取扱いのために事業者
が講ずべき措置に関する指針」（平成30年９月７日）に基づ
き、事業者が策定すべき取扱規程について解説するもの。

趣旨

平成30年度厚生労働省委託事業「労働者の健
康情報の適切な取扱い等に関する調査及び検
討事業」成果物（平成31年３月作成）

構成

１ 健康情報等に関する取扱規程の策定方法
２ 取扱規程に定めるべき事項
（１）健康情報等を取り扱う目的及び取扱方法
（２）健康情報等を取り扱う者及びその権限並びに取り扱う

健康情報等の範囲
（３）健康情報等を取り扱う目的等の通知方法及び本人の同意取得
（４）健康情報等の適正管理の方法
（５）健康情報等の開示、訂正等の方法
（６）健康情報等の第三者提供の方法
（７）事業継承、組織変更に伴う健康情報等の引継ぎに関する事項
（８）健康情報等の取扱いに関する苦情処理
（９）取扱規程の労働者への周知の方法
３ 取扱規程の運用
参考１ 指針・関連法令等
参考２ 取扱規程の雛形

事業場における労働者の健康情報等の取扱規程を策定するための手引き
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「心身の状態に関する情報」と「健康情報等」の関係

心身の状態に関する情報 （労働安全衛生法 第104条第1項）

・要配慮個人情報 （個人情報保護法 第2条第3項）

・その他の情報 （面接指導の申出の有無 等）

手引きでは、「心身の状態に関する情報」のうち「要配慮個人情報」に
該当するものを「健康情報」と定義。

⇒ 「心身の状態に関する情報」を「健康情報等」と表記。

※ 個人情報保護法 第２条第３項
この法律において「要配慮個人情報」とは、本人の人種、信条、社会的身分、病

歴、犯罪の経歴、犯罪により害を被った事実その他本人に対する不当な差別、偏見
その他の不利益が生じないようにその取扱いに特に配慮を要するものとして政令で
定める記述等が含まれる個人情報をいう。

→ 政令で「本人に対して医師等により行われた疾病の予防及び早期発見のための
健康診断」等が掲げられている。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
手引きにおいては、「心身の状態に関する情報」では読みづらいので、手引きでは「健康情報等」と整理

（参考）
労働安全衛生法
（心身の状態に関する情報の取扱い）
第104条　事業者は、この法律又はこれに基づく命令の規定による措置の実施に関し、労働者の心身の状態に関する情報を収集し、保管し、又は使用するに当たっては、労働者の健康の確保に必要な範囲内で労働者の心身の状態に関する情報を収集し、並びに当該収集の目的の範囲内でこれを保管し、及び使用しなければならない。ただし、本人の同意がある場合その他正当な事由がある場合は、この限りでない。　




労使の協議により取扱規程を策定する。

常時使用する労働者が５０人以上の事業場
→ 衛生委員会又は安全衛生委員会で審議

常時使用する労働者が５０人未満の事業場
→ 安全衛生の委員会、労働者の常会、職場懇談会等の「関係労働者
の意見を聴くための機会」（労働安全衛生規則第23条の2）を設け、取
扱規程について労働者から意見聴取

※ 検討又は策定する単位は、事業場単位ではなく企業単位と
することも可
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健康情報等に関する取扱規程の策定方法

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（参考）
労働安全衛生規則
（関係労働者の意見聴取）
第２３条の２　委員会を設けている事業者以外の事業者は、安全又は衛生に関する事項について、関係労働者の意見を聴くための機会を設けるようにしなければならない。




取扱規程に定めるべき事項
（１）健康情報等を取り扱う目的及び取扱方法

１ 健康情報等を取り扱う目的

・ 労働者本人への健康確保措置の実施
・ 事業者が負う民事上の安全配慮義務の履行

方法の種類 具体的内容

収集 健康情報等を入手すること

保管 入手した健康情報等を保管すること

使用
健康情報等を取り扱う権限を有する者が、健康情報等を活用すること、
また第三者に提供すること

加工
収集した健康情報等の他者への提供に当たり、当該健康情報等の取
扱いの目的の達成に必要な範囲内で使用されるように変換すること

消去
収集、保管、使用、加工した情報を削除するなどして使えないようにす
ること

２ 取扱方法
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
安全配慮義務の関係条文
労働契約法

（労働者の安全への配慮）
第５条　使用者は、労働契約に伴い、労働者がその生命、身体等の安全を確保しつつ労働することができるよう、必要な配慮をするものとする。



取扱規程に定めるべき事項
（２）健康情報等を取り扱う者及びその権限並びに取り扱う健康情報等の範囲①

健康情報等を取り扱う者 具体例

人事に関して直接の権限を持つ監
督的地位にある者

社長、役員、人事部門の長

産業保健業務従事者
産業医（専属・嘱託）、保健師・看護師、衛生管理
者、衛生推進者（安全衛生推進者）

管理監督者 労働者本人の所属長

人事部門の事務担当者 人事部門の長以外の事務担当者

・医師や保健師等には守秘義務あり（刑法、保助看法等）

・守秘義務が課されていない健康情報取扱者は、取扱規程などで守秘
義務について取り決めることが望ましい（雛形の第４条参照）
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
この区分は、あくまでも例として示しているもの（労使で話し合い、定めるもの）

（参考）
手引きの雛型（P３０）の第４条第４項で「別表３に定めた権限を越えて・・」とあるのは、「別表４に定めた権限を越えて・・」の誤りである。



分類 健康情報等の情報の分類（例）

① 労働安全衛生法令に基づき事業者
が直接取り扱うこととされており、労働
安全衛生法令に定める義務を履行する
ために、事業者が必ず取り扱わなけれ
ばならない健康情報等（①情報）

・健康診断の受診・未受診の情報
・健康診断の事後措置について医師から聴取した意見
・長時間労働者による面接指導の申出の有無

・ストレスチェックの結果に基づき高ストレスと判定され
た者による面接指導の申出の有無

② 労働安全衛生法令に基づき事業者
が労働者本人の同意を得ずに収集する
ことが可能であるが、事業場ごとの取扱
規程により事業者等の内部における適
正な取扱いを定めて運用することが適
当である健康情報等（②情報）

・健康診断の結果（法定の項目）
・長時間労働者に対する面接指導の結果

・ストレスチェック個人結果及び当該結果を踏まえ高ス
トレスと判定された者に対する面接指導の結果

③ 労働安全衛生法令において事業者
が直接取り扱うことについて規定されて
いないため、あらかじめ労働者本人の
同意を得ることが必要であり、事業場ご
との取扱規程により事業者等の内部に
おける適正な取扱いを定めて運用する
ことが必要である健康情報等（③情報）

・健康診断の結果（法定外項目）
・健康診断の精密検査の結果
・治療と仕事の両立支援等のための医師の意見書
・職場復帰のための面談の結果

・任意に労働者から提供された本人の病歴、健康に関
する情報

取扱規程に定めるべき事項
（２）健康情報等を取り扱う者及びその権限並びに取り扱う健康情報等の範囲②

12※ 他法令（道路運送法、航空法等）に基づき取り扱う情報もある。

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
こちらも、あくまで例として示したもの。



分類 取扱いの原則 基本的な考え方

①情報 労働安全衛生法令に基づ
き収集する必要があり、事
業者が直接取り扱う。

法令を遵守するためには、事業者が直接把握する必要が
あり、その把握を怠ると、健康診断や面接指導事後措置を
履行するという事業者の義務が果たせなくなる情報。

②情報 労働安全衛生法令に基づ
き収集するが、事業者が
直接把握する必要がなく、
担当者を定めて取り扱う。

事業者が法令に基づき把握することができるものの、必ず
しも事業者が直接把握する必要がない情報であるため、
労働者がその取扱いについて十分に納得できるよう、健康
情報等を取り扱うことができる者を制限したり、医療職種が
いる場合には、医療職種が情報を加工した上で事業者が
取り扱うといった対応が求められる。

③情報 労働者本人の同意を得て
収集し、担当者を定めて取
り扱う。

取り扱う目的や取扱方法等について労働者に周知した上
で、労働者本人の同意を得て収集する必要がある情報で
あり、事業場内の誰が、どのように取り扱うのかについて、
あらかじめ取扱規程に定める必要がある。

取扱規程に定めるべき事項
（２）健康情報等を取り扱う者及びその権限並びに取り扱う健康情報等の範囲③

①情報、②情報は、労働安全衛生法令により事業者が取り扱うことが定められているため、取り扱う目的及び
取扱方法等について労働者に周知した上で、労働者本人の同意を得ずに収集することができる情報

①情報、②情報いずれについても、取り扱う目的や取扱方法等について、あらかじめ取扱規程に定めることが
望まれる。

※ 他法令（道路運送法、航空法等）に基づき取り扱う情報もある。 13



分類

健康情報等を取り扱う者

人事に関して直接の権限を
持つ監督的地位にある者

産業保健業務
従事者

管理監督者
人事部門の
事務担当者

①情報 ◎ ○ △ △

②情報 △ ○ △ △

③情報 △ ○ △ △

取扱規程に定めるべき事項
（２）健康情報等を取り扱う者及びその権限並びに取り扱う健康情報等の範囲④

◎ 直接取り扱う必要がある者
○ 一般に取り扱うことが想定される者
△ 事業場や企業の状況に応じて、取り扱うことが想定される者

健康情報等が適切に扱われるよう、健康情報等を取り扱う者と

その取り扱う情報の範囲について、それぞれの権限をあらかじめ定めて
おく必要がある。

≪常時使用する労働者が10人以上の事業場など産業保健業務従事者がいる場合の例≫

14

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ここに示されているのは例であるが、◎の部分は動かせない（変更できない）ところ。
○としているのは、立場上、一般的には扱う必要があるのではないかとの判断。
事業場ごとに定めていただきたい。



取扱規程に定めるべき事項
（３）健康情報等を取り扱う目的等の通知方法及び本人の同意取得

○本人の同意取得の方法
健康情報等を取得する場合には、原則として、利用目的や取扱い方法等について労働者に

周知した上で労働者本人の同意を得る必要がある（個人情報保護法第17条第２項）。

○健康情報等を取り扱う目的等の通知方法
・事業場のイントラネットでの掲載 ・パンフレットの配布
・事業場の担当窓口への備え付け ・掲示板への掲示
など、労働者本人に認識される合理的かつ適切な方法で行う必要がある

○本人の同意を得る方法として考えられる事例
・本人からの同意する旨の口頭による意思表示
・本人からの同意する旨の書面（電磁的記録を含む。）の受領
・本人からの同意する旨のメールの受信
・本人による同意する旨の確認欄へのチェック
・本人による同意する旨のホームページ上のボタンのクリック
・本人による同意する旨の音声入力、タッチパネルへのタッチ、ボタンやスイッチ等による入力

就業規則に規定し、労働者に周知していれば、労働者本人の意思に基づき提
出したことをもって、本人からの同意の意思が示されたと解される。

15

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ここからは、個人情報保護法に沿った整理。通知方法は、ガイドラインに示されている考え方を踏襲している。



取扱規程に定めるべき事項
（３）健康情報等を取り扱う目的等の通知方法及び本人の同意取得

（参考） 本人の同意取得に関する個人情報保護法関係条文

〇個人情報保護法 第16条第１項

個人情報取扱事業者は、あらかじめ本人の同意を得ないで、前条の
規定により特定された利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情
報を取り扱ってはならない。

〇個人情報保護法ガイドライン

「本人の同意」とは、本人の個人情報が、個人情報取扱事業者によっ
て示された取扱方法で取り扱われることを承諾する旨の当該本人の意
思表示をいう。

また、「本人の同意を得（る）」とは、本人の承諾する旨の意思表示を
当該個人情報取扱事業者が認識することをいい、事業の性質及び個
人情報の取扱状況に応じ、本人が同意に係る判断を行うために必要と
考えられる合理的かつ適切な方法によらなければならない。 16



取扱規程に定めるべき事項
（３）健康情報等を取り扱う目的等の通知方法及び本人の同意取得
（参考） 本人の同意取得に関する個人情報保護法関係条文

〇個人情報保護法 第１７条第２項
個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、要配慮個人情報

を取得してはならない。
（１）法令に基づく場合
（２）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難である

とき。
（３）公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意を得

ることが困難であるとき。
（以下略）

〇個人情報保護法ガイドライン
要配慮個人情報を取得する場合には、あらかじめ本人の同意を得なければならない。ただし、次の（１）から

（７）までに掲げる場合については、本人の同意を得る必要はない。

（１）の事例： 個人情報取扱事業者が、労働安全衛生法に基づき健康診断を実施し、これにより従業員の身
体状況、病状、治療等の情報を健康診断実施機関から取得する場合

（２）の事例： 急病その他の事態が生じたときに、本人の病歴等を医師や看護師が家族から聴取する場合

（３）の事例： 健康保険組合等の保険者等が実施する健康診断等の結果判明した病名等について、健康増
進施策の立案や保健事業の効果の向上を目的として疫学調査等のために提供を受けて取得する場合

17



取扱規程に定めるべき事項
（４）健康情報等の適正管理の方法

✔ 情報の正確性を確保すること

✔ 漏えい・滅失・改ざん等防止のための体制整備を図ること

漏えい等が発生した場合の被害の拡大防止や原因の究明など
も含む。

✔ 利用する必要がなくなった情報を消去すること

健康情報等の中には、労働安全衛生関係法令により保存期間
が定められているものがあることに留意。

例）石綿健康診断 40年間保存

健康情報等のうち、個人データ（個人データベース等を構成する個人情
報）に関しては適正に管理する必要がある。

18

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
ここでの「個人データ」とは、個人情報保護法第２条第６項に規定される個人データを指す（個人情報保護法第２条第６項　この法律において「個人データ」とは、個人情報データベース等を構成する個人情報をいう。）
「個人情報データベース等」とは、特定の個人情報をコンピュータを用いて検索することができるように体系的に構成した、個人情報を含む情報の集合物をいう（ただし、利用方法からみて個人の権利利益を侵害するおそれが少ない市販の電話帳、住宅地図、職員録などは除かれる）

個人情報保護法第19条　個人情報取扱事業者は、利用目的の達成に必要な範囲内において、個人データを正確かつ最新の内容に保つとともに、利用する必要がなくなったときは、当該個人データを遅滞なく消去するよう努めなければならない。
（ガイドラインにおいて、情報の消去に関しては、法令の定めにより保存期間等が定められている場合は、この限りではない（消去するよう努める必要はない）ことが記載されている）

適正管理については、企業の実情に応じてその運用の一部または全部を本社で一括して行うことも考えられる。



取扱規程に定めるべき事項
（４）健康情報等の適正管理の方法
委託する場合の管理

〇個人情報保護法
第22条 個人情報取扱事業者は、個人データの取扱いの全部又は一部を委託する場合は、その取扱

いを委託された個人データの安全管理が図られるよう、委託を受けた者に対する必要かつ適切な
監督を行わなければならない。

〇個人情報保護法ガイドライン
【委託を受けた者に対して必要かつ適切な管理を行っていない事例】

事例１）個人データの安全管理措置の状況を契約締結時及びそれ以後も適宜把握せず外部の事業者
に委託した結果、委託先が個人データを漏えいした場合

事例２）個人データの取扱いに関して必要な安全管理措置の内容を委託先に指示しなかった結果、
委託先が個人データを漏えいした場合

事例３）再委託の条件に関する指示を委託先に行わず、かつ委託先の個人データの取扱状況の確認
を怠り、委託先が個人データの処理を再委託した結果、当該再委託先が個人データを漏えいした
場合

適切な委託先を選定するとともに、委託先において安全管理措
置が適切に講じられるよう、委託先に対して必要かつ適切な監督
をしなければならない

19



取扱規程に定めるべき事項
（５）健康情報等の開示、訂正等の方法

情報の開示（個人情報保護法第28条）
事業者は、労働者本人から、当該本人が識別され

る保有個人データの情報の開示請求を受けた際には、
本人に対して、遅滞なく、当該保有個人データの書
面の交付による方法又は請求を行った者が同意した
方法で開示しなければならない。

情報の訂正等（個人情報保護法第29条）
事業者は、保有個人データの訂正、追加、削除、

使用停止の請求があった場合で、その請求が適正で
あると認められるときには、これらの措置を講じな
ければならない。

20

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（参考）個人情報保護法第28条
１　本人は、個人情報取扱事業者に対し、当該本人が識別される保有個人データの開示を請求することができる。
２　個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けたときは、本人に対し、政令で定める方法により、遅滞なく、当該保有個人データを開示しなければならない。ただし、開示することにより次の各号のいずれかに該当する場合は、その全部又は一部を開示しないことができる。
（１）本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を害するおそれがある場合
（２）当該個人情報取扱事業者の業務の適正な実施に著しい支障を及ぼすおそれがある場合
（３）他の法令に違反することとなる場合
３　個人情報取扱事業者は、第１項の規定による請求に係る保有個人データの全部又は一部について開示しない旨の決定をしたとき又は当該保有個人データが存在しないときには、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。
（４　略）

政令第９条
　法第28条第２項の政令で定める方法は、書面の交付による方法（開示の請求を行った者が同意した方法があるときは、当該方法）とする。

ガイドライン（不開示とする際の事例）
（１）医療機関等において、病名等を患者に開示することにより、患者本人の心身状況を悪化させるおそれがある場合
（２）同一の本人から複雑な対応を要する同一内容について繰り返し開示の請求があり、事実上問い合わせ窓口が占有されることによって他の問い合わせ対応業務が立ち行かなくなる等、業務上著しい支障を及ぼすおそれがある場合

個人情報保護法第29条
１　本人は、個人情報取扱事業者に対し、当該本人が識別される保有個人データの内容が事実でないときは、当該保有個人データの内容の訂正、追加又は削除を請求することができる。
２　個人情報取扱事業者は、前項の規定による請求を受けた場合には、その内容の訂正等に関して他の法令の規定により特別の手続が定められている場合を除き、利用目的の達成に必要な範囲内において、遅滞なく必要な調査を行い、その結果に基づき、当該保有個人データの内容の訂正等を行わなければならない。
３　個人情報取扱事業者は、第１項の規定による請求に係る保有個人データの内容の全部若しくは一部について訂正等を行ったとき、又は訂正等を行わない旨の決定をしたときは、本人に対し、遅滞なく、その旨を通知しなければならない。



取扱規程に定めるべき事項
（６）健康情報等の第三者提供の方法

健康情報を第三者に提供する場合、原則として、あらかじめ労
働者本人の同意を得る必要がある。

（提供先が第三者に該当しない例）
・健康診断結果の入力、編集分析等を委託して実施する場合
・事業者と健康保険組合等とが共同で健康診断や保健指導等を実
施する場合

労働安全衛生法令に基づき実施された健康診断結果のうち、特
定健診・特定保健指導の結果については、高齢者の医療の確保に
関する法律の規定により、事業者は保険者の求めに応じて健康診
断の結果を提供しなければならないこととなっており、この場合
は労働者本人の同意を得ずに事業者から保険者に提供できる。

21

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（参考）
個人情報保護法第23条
１　個人情報取扱事業者は、次に掲げる場合を除くほか、あらかじめ本人の同意を得ないで、個人データを第三者に提供してはならない。
（１）法令に基づく場合
（２）人の生命、身体又は財産の保護のために必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。
（３）公衆衛生の向上又は児童の健全な育成の推進のために特に必要がある場合であって、本人の同意を得ることが困難であるとき。
（４）国の機関若しくは地方公共団体又はその委託を受けた者が法令の定める事務を遂行することに対して協力する必要がある場合であって、本人の同意を得ることにより当該事務の遂行に支障を及ぼすおそれがあるとき。

ガイドライン
【第三者提供とされる事例】
事例１）親子兄弟会社、グループ会社の間で個人データを交換する場合
事例２）フランチャイズ組織の本部と加盟店の間で個人データを交換する場合
事例３）同業者間で、特定の個人データを交換する場合

【第三者提供とされない事例】
事例）　同一事業者内で他部門へ個人データを提供する場合



取扱規程に定めるべき事項
（７）事業継承、組織変更に伴う健康情報等の引継ぎに関する事項

事業者は、合併、分社化、事業譲渡等により他の事
業者から事業を承継することに伴って健康情報等を取
得する場合、安全管理措置を講じた上で、適正な管理
の下、情報を引き継ぐ必要がある。

（事業承継前の利用目的の達成に必要な範囲内で取
り扱う場合は、目的外利用にはならず、労働者本人の
同意を改めて得る必要はない。）

22

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（参考）
個人情報保護法第16条第２項
　個人情報取扱事業者は、合併その他の事由により他の個人情報取扱事業者から事業を承継することに伴って個人情報を取得した場合は、あらかじめ本人の同意を得ないで、承継前における当該個人情報の利用目的の達成に必要な範囲を超えて、当該個人情報を取り扱ってはならない。

ガイドライン
　個人情報取扱事業者が、合併、分社化、事業譲渡等により他の個人情報取扱事業者から事業の承継をすることに伴って個人情報を取得した場合であって、当該個人情報に係る承継前の利用目的の達成に必要な範囲内で取り扱う場合は目的外利用にはならず、本人の同意を得る必要はない。
　なお、事業の承継後に、承継前の利用目的の達成に必要な範囲を超えて、個人情報を取り扱う場合は、あらかじめ本人の同意を得る必要があるが、当該同意を得るために個人情報を利用すること（メールの送信や電話をかけること等）は、承継前の利用目的として記憶されていない場合でも、目的外利用には該当しない。



取扱規程に定めるべき事項
（８）健康情報等の取扱いに関する苦情処理

事業者は、健康情報等の取扱いに関して、労働
者からの苦情に適切かつ迅速に対処するよう努め
る必要がある。

→ 苦情処理窓口の設置、苦情処理手順の策定、
労働者への周知などが必要

23

プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（参考）
個人情報保護法第35条
１　個人情報取扱事業者は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めなければならない。
２　個人情報取扱事業者は、前項の目的を達成するために必要な体制の整備に努めなければならない。

ガイドライン
　個人情報取扱事業者は、個人情報の取扱いに関する苦情の適切かつ迅速な処理に努めなければならない。
　また、苦情の適切かつ迅速な処理を行うに当たり、苦情処理窓口の設置や苦情処理の手順を定める等必要な体制の整備に努めなければならない。もっとも、無理な要求にまで応じなければならないものではない。



取扱規程に定めるべき事項
（９）取扱規程の労働者への周知の方法

【周知方法の例】

・常時作業場の見やすい場所に掲示する又は備え
付ける。

・社内メールやイントラネットに掲載する。

・パンフレット・冊子として労働者に配布する。

・社内研修を通じて周知する。 等

取扱規程は就業規則等により定めるとともに、
その内容は労働者へ広く周知し、関係者において
適正に運用されるようにする必要がある。
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プレゼンター
プレゼンテーションのノート
（参考）
個人情報保護法第18条第１項
　個人情報取扱事業者は、個人情報を取得した場合は、あらかじめその利用目的を公表している場合を除き、速やかに、その利用目的を、本人に通知し、又は公表しなければならない。

ガイドライン
　「本人に通知」とは、本人に直接知らしめることをいい、事業の性質及び個人情報の取扱状況に応じ、内容が本人に認識される合理的かつ適切な方法によらなければならない。　



取扱規程の雛形
健康情報等の取扱規程
本取扱規程は、業務上知り得た従業員の心身の状態に関する情報（以下「健康情
報等」という。）を適切かつ有効に取り扱うことを目的として定めるものである。

（目的）
第１条 ●●●（社名又は事業者名）における業務上知り得た健康情報等は、「健
康確保措置の実施」又は「安全配慮義務の履行」のために本取扱規程に則り、適切
に取り扱う。
２ 健康情報等を取り扱う者は、あらかじめ従業員本人の同意を得ることなく、前項
で定めた利用目的の達成に必要な範囲を越えて、健康情報等を取り扱ってはなら
ない。ただし、個人情報保護法第16条第３項の各号に該当する場合を除く。

（健康情報等）
第２条 健康情報等は別表１の内容を指す。

（健康情報等の取扱い）
第３条 「健康情報等の取扱い」とは、健康情報等に係る収集から保管、使用（第三
者提供を含む。）、消去までの一連の措置を指し、別表２のとおり定義する。

（健康情報等を取り扱う者及びその権限並びに取り扱う健康情報等の範囲）
第４条 健康情報等を取り扱う者を、別表３のとおり区分する。
２ 健康情報等を取り扱う責任者（以下「責任者」という。）は別途定める。
３ 健康情報等を取り扱う者とその権限、取り扱う健康情報等の範囲を、別表４に定
める。
４ 別表４に定めた権限を越えて健康情報等を取り扱う場合は、責任者の承認を得
るとともに、従業員本人の同意を得る。
５ 健康情報等を取り扱う者は、職務を通じて知りえた従業員の健康情報等を他人
に漏らしてはならない。

（健康情報等を取り扱う目的等の通知方法及び本人同意の取得方法）
第５条 健康情報等を取り扱う場合には、あらかじめその利用目的・取扱方法を労
働者本人に通知又は公表する。公表していない場合であって情報を取得した場合
には、速やかにその利用目的等を従業員本人に通知する。
２ 健康情報等の分類に応じた従業員本人の同意取得について、別表５のとおり定
める。
３ 個人情報保護法第17条第２項の各号に該当する場合は従業員本人の同意取
得は必要としない。

（健康情報等の適正管理の方法）
第６条 利用目的の達成に必要な範囲において、健康情報等を正確かつ最新の内
容に保つよう努める。
２ 健康情報等の漏えい・滅失・改ざん等を防止するため、組織的、人的、物理的、
技術的に適切な措置を講ずる。
・責任者は、健康情報等があらかじめ定めた方法に従って取り扱われていることを

確認する。
・第４条第１項に定められた者以外は原則、健康情報等を取り扱ってはならない。
・健康情報等を含む文書（磁気媒体を含む。）は施錠できる場所への保管、記録機

能を持つ媒体の持ち込み・持ち出し制限等により情報の盗難・紛失等の防止の措
置を講ずる。
・健康情報等のうち、体系化され、検索可能な個人データに当たるものを扱う情報

システムに関して、アクセス制限、アクセス記録の保存、パスワード管理、外部から
の不正アクセスの防止等により、情報の漏えい等の防止の措置を講ずる。
３ 健康情報等は、法令又は社則等に定める保存期間に従い保管する。利用目的
を達した場合は、速やかに廃棄又は消去するよう努める。
４ 情報の漏えい等が生じた場合には、速やかに第４条第２項に定められた責任者
へ報告する。また、事業場内部において報告及び被害の拡大防止、事実関係の調
査及び原因の究明、影響範囲の特定、再発防止策の検討及び実施、影響を受ける
可能性のある本人への連絡等並びに事実関係及び再発防止策の公表などの必要
な措置を講じる。
５ 健康情報等の取扱いを委託する場合は、委託先において当該健康情報等の安
全管理措置が適切に講じられるよう、委託先に対して必要かつ適切な監督を行う。

（健康情報等の開示、訂正等（追加及び削除を含む。以下同じ。）及び使用停止等
（消去及び第三者への提供の停止を含む。以下同じ。））
第７条 従業員本人より別途定める方法により当該本人の健康情報等の開示請求
を受けた場合、本人に対し、遅滞なく、当該健康情報等の書面の交付による方法又
は請求を行った者が同意した方法で開示する。権限を有する者が当該情報を開示
する。また、従業員本人が識別される情報がないときにはその旨を知らせる。
２ ただし、開示することにより、従業員本人又は第三者の生命、身体、財産その他
の権利利益を害するおそれがある場合や、業務の適正な実施に著しい支障を及ぼ
すおそれがある場合等には、開示請求を受けた情報の全部又は一部を開示しない
ことができる。また、その場合は遅滞なく従業員本人に対してその旨を通知する。ま
た、従業員本人に通知する場合には、本人に対してその理由を説明するように努め
る。開示に関しては、開示の受付先、開示に際して提出すべき書面の様式等の請
求に応じる手続きを定め、従業員本人に周知する。 25



取扱規程の雛形
３ 従業員本人より当該本人の健康情報等について訂正、追加、削除、使用停止
（第三者への提供の停止を含む。以下「訂正等」という。）の請求を受けた場合で、そ
の請求が適正であると認められる場合には、訂正等を行う。訂正等を行った場合、
又は行わなかった場合いずれの場合においても、その内容を従業員本人へ通知す
る。
４ ただし、訂正等の請求があった場合でも、利用目的から見て訂正等の必要がな
い場合、誤りである指摘が正しくない場合、訂正等の対象が事実でなく評価に関す
る情報である場合には、訂正は行わない。ただし、その場合には、遅滞なく、訂正等
を行わない旨を従業員本人に通知する。また、従業員本人に対して訂正等を行わ
ない理由を説明するよう努める。なお、評価に関する健康情報等に、評価の前提と
なっている事実も記載されており、それに誤りがある場合においては、その限りにお
いて訂正等を行う。

（健康情報等を第三者に提供する場合の取扱い）
第８条 あらかじめ従業員本人の同意を得ることなく、健康情報等を第三者へ提供
してはならない。ただし、個人情報保護法第23条第１項に該当する場合を除く。また、
個人情報保護法第23条第５項に該当する場合の健康情報等の提供先は第三者に
該当しない。
２ 健康情報等を第三者に提供する場合、個人情報保護法第25条に則り記録を作
成・保存する。

（第三者から健康情報等の提供を受ける場合の取扱い）
第９条 第三者から健康情報等（個人データ）の提供を受ける場合には、個人情報
保護法第26条に則り、必要な事項について確認するとともに、記録を作成・保存す
る。

（事業承継、組織変更に伴う健康情報等の引継ぎに関する事項）
第10条 合併、分社化、事業譲渡等により他の事業者から事業を承継することに
伴って健康情報等を取得する場合、安全管理措置を講じた上で、適正な管理の下、
情報を引き継ぐ。
２ 労働安全衛生法によらず取り扱う情報のうち、承継前の利用目的を超えて取り
扱う場合には、あらかじめ従業員本人の同意を得る。

（健康情報等の取扱いに関する苦情の処理）
第11条 健康情報等の取扱いに関する苦情は●●●（部署名等）が担当する。連
絡先は以下とする。
・電話：●●●●
・メール：●●●●
２ 苦情に適切かつ迅速に対処するものとし、必要な体制を整備する。

（取扱規程の従業員への周知の方法）
第12条 本取扱規程は●●●●（周知方法）により従業員に周知する。
２ 従業員が退職後に、健康情報等を取り扱う目的を変更した場合には、変更した
目的を退職者に対して周知する。

（教育・啓発）
第13条 健康情報等の取扱いに関して、健康情報等を取り扱う者（事業者を含
む。）及びそれ以外の従業員を対象に●●ごと（頻度）に研修を行う。

（その他）
第14条 本取扱規程の主幹部署は、●●●（部署名）とする。
第15条 年１回及び必要に応じて、本取扱規程の見直しを行う。改訂は●●●（会
議名等）において行う。
第16条 本規程は、●●●●年●月●日より実施する。

26



ご清聴ありがとうございました。
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